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次世代ライフサイエンス・イノベーション議員連盟

会長 根本 匠 様

『介護・福祉人材の確保に
向けた課題と対策について』
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全国介護事業者政治連盟



介護・障害福祉事業者による横断的（法人・サービス種別）組織体制

「産業化の推進」・「生産性向上の推進」を2大テーマとする。

団体名 全国介護事業者連盟
設立年月日 2018年6月
本部所在地 東京都千代田区麹町4丁目
代表者 斉藤正行

介護・障害福祉事業者会員数 ： 2,565社 17,281事業所
※令和4年12月現在 ２
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団体名 全国介護事業者政治連盟
設立年月日 2019年2月
本部所在地 東京都港区南青山2丁目
代表者 久野義博



介護・福祉人材の確保に向けた
現状認識と課題
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介護・福祉人材の確保は、他産業と比べても高い有効求人倍率
（３以上）であり、今後の人口動態に鑑みると、深刻な人材難は、我
が国の社会保障体制の持続に向けた最重要課題の１つであること
は周知の通りです。
その人材確保対策に向けて政府及び自由民主党では様々な対
策を講じて頂いていること日ごろより大変感謝申し上げております。
とりわけ、岸田政権における看板施策の１つでもある「介護職等の
処遇改善」については、更なる改善方針を示して頂いており、介護
・福祉現場では期待しています。
しかしながら、この政策が制度の複雑性によって現場の事務負担
の増加に繋がっていることへの指摘や、肝心要の介護・福祉の現
場で働く職員が制度自体を理解することが出来ず、処遇改善の実
感が持てていないという深刻な問題が生じています。その他、外国
人材の活用や、書類・文書負担の軽減など多数の問題が山積して
いる状況にあります。
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介護・福祉人材確保に向けた現状認識と課題



介護・福祉人材の確保に向けた
現場からの要望事項
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①介護・福祉職の処遇改善関連加算の整理・統廃合
（加算の1本化又は2本化）と書式の簡素化・配分ルールの見直し

介護・福祉人材の確保に向けた要望事項

②外国人材活用における技能実習・特定技能の
介護特有要件の見直し

③文書の負担軽減・過度なローカルルール改善
に向けた取組み支援
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◆次期介護報酬改定に向けて実現頂きたいこと

◎「介護職員処遇改善加算」については、一定の経過期間を設けた後に

基本報酬へと組み込む

◎「介護職員等特定処遇改善加算」及び「介護職員等ベースアップ等支援
加算」の統合

◎居宅介護支援（ケアマネジャー）、福祉用具貸与に対する加算創設

※次期介護報酬改定における基本報酬単価の引下げへと繋がらないよう、
配慮を頂きたい

介護・福祉人材の確保に向けた要望事項①

①介護・福祉職の処遇改善関連加算の整理・統廃合
（加算の1本化又は2本化）と書式の簡素化・配分ルールの見直し
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◎技能実習、特定技能ともに訪問系サービスでの人材活用について、

住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅などの集合住

宅及び、特定技能における訪問入浴においては活用可能とするルー

ルへ見直し

◎技能実習における人員配置要件について、特定技能と同様の人員

配置要件への見直し

◎技能実習の業務範囲について、服薬介助における介護職が補助的に
行っている業務は同様に行えるよう要件見直し

介護・福祉人材の確保に向けた要望事項②

１８

②外国人材活用における技能実習・特定技能の
介護特有要件の見直し
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介護・福祉人材の確保に向けた要望事項③

１９

③文書の負担軽減・過度なローカルルール改善
に向けた取組み支援

◎指定申請等の手続きに関して、全国統一ルールの徹底及び、電子申
請の仕組みの構築を要望

◎各種書類の押印不要と定められているルールについて、全国での運
用の徹底

◎記録の保存年数について、全国で介護保険事業、地域支援事業・障
害福祉事業に対し、保存年数をサービス終了後2年に統一するよう条例
を改めて頂きたい

◎実地指導・指導監査について、全国統一ルールを徹底頂くとともに、
電子システムの導入及び指定申請等の仕組みとの連動を実現要望
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